
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 



（単位：円）

金 額 金 額

601,231,901 123,512,253

521,153,761 563,810

52,130,931 43,104,736

333,550 488,500

646,466 5,203,818

2,250,000 36,929,620

1,650,000 10,725,545

23,067,193 26,496,224

1,706,100,697 193,788,529

有形固定資産 1,657,763,795 193,788,529

1,081,631,087

575,610,658 317,300,782

522,050 純資産の部

株 主 資 本 1,990,031,816

100,000,000

無形固定資産 165,800 1,937,747,700

165,800 1,937,747,700

△ 47,715,884

投資その他の資産 48,171,102 △ 47,715,884

37,640,000 △ 47,715,884

593,602

9,937,500

1,990,031,816

2,307,332,598 2,307,332,598

沼津まちづくり株式会社

中　間　貸　借　対　照　表

令和４年９月３０日

負債の部

流 動 負 債

建 物

科 目

リ ー ス 債 務

未 払 金

貯 蔵 品

科 目

固 定 資 産

資産の部

流 動 資 産

短 期 貸 付 金

預 り 金

未 払 法 人 税 等

現金及び預金

未 収 入 金

前 払 費 用

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

リ ー ス 資 産

土 地

資 産 合 計 負債及び純資産合計

電 話 加 入 権

純 資 産 合 計

長 期 預 け 金

長期前払費用

利 益 剰 余 金

その他資本剰余金

その他利益剰余金

 繰越利益剰余金

長 期 貸 付 金

立 替 金

仮払消費税等

契 約 負 債

店舗売上預り金

預 り 敷 金

固 定 負 債

仮 受 消 費 税 等



169,493,194

63,589,371

39,381,888

7,127,664 279,592,117

158,582,968

82,370,930

29,796,000

3,798,072 274,547,970

5,044,147

販売費及び一般管理費 20,411,105

15,366,958

64,216

94,049 158,265

2,818

15,211,511

税引前中間純損失 15,211,511

法人税、住民税及び事業税 488,500

15,700,011

受 取 利 息

雑 収 入

売 上 総 利 益

その他売上原価

中 間 純 損 失

経 常 損 失

営 業 外 費 用

雑 損 失

施設管理売上高

売 上 原 価

店舗賃貸売上原価

営 業 外 収 益

そ の 他 売 上 高

駐車場売上原価

営 業 損 失

施設管理売上原価

駐 車 場 売 上 高

店舗賃貸売上高

中　間　損　益　計　算　書

令和4年4月1日から令和4年9月30日まで　  （単位：円）

科 目 金　　　　　　　　　　額

売 上 高



(単位：円）

1 .重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

    たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品・・最終仕入原価法による原価法 （収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却方法

　　有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物（建物附属設備を除く） 定額法

　　　上記以外の有形固定資産 定率法

ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　物 38・39年

建物附属設備 8～18年

　　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりです。

①店舗賃貸事業

店舗賃貸事業においては、主に商業施設の店舗区画を賃貸しており、賃貸借契約に基づき契約期間に応じて期間

経過分を収益として認識しております。

②駐車場運営事業

駐車場運営事業においては、主に駐車場車室を提供しており、時間貸し収入と駐車サービス券販売収入が生じて

おります。時間貸し収入は駐車場車室の利用時間によって履行義務が充足されると判断し、出庫時の料金精算

時点で収益を認識しております。駐車サービス販売収入については駐車サービス券購入契約に基づき、顧客に

駐車サービス券等を提供した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点において収益を認識しておりま

す。

中間株主資本等変動計算書

令和4年4月1日から令和4年9月30日まで

100,000,000

その他資本剰余金

1,937,747,700 2,005,731,827 当期首残高

 当期変動額

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

△ 32,015,873

　 中間純損益金

 当期変動額合計

 当中間期末残高

15,700,011

1,937,747,700 △ 47,715,884

15,700,011

15,700,011

純資産合計
株主資本合計

利益剰余金

2,005,731,827

資 本 金

資本剰余金

株　主　資　本

15,700,011

15,700,011 15,700,011

1,990,031,8161,990,031,816

個 別 注 記 表

100,000,000



③施設管理事業

施設管理事業においては、主に建物権利者より委託を受けた施設の共用部分の維持管理を行っており、管理委託

契約に基づき契約期間に応じて期間経過分を収益として認識しております。

(5) その他の財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

2 .中間貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

3 .中間株主資本等変動計算書に関する注記

当該事業年度の中間期末日における発行株式数

4 .関連当事者との取引に関する注記

（注）取引金額及び中間期末残高には、消費税等が含まれております。

5 .１株当たり情報に関する注記

（1）　１株当たり純資産額 43,261円56銭

（2）　１株当たり中間純損失 341円30銭

6 .重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

7 .収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

科  目 中間期末残高

29,213,592

取引の内容

689,788,905円

46,000株

区分 名称
関連当事者との関

係
議決権等の所有(被所

有)割合 取 引 金 額

主
要
株
主

沼
津
市

管理運営等の負担
金収入

未収入金
(被所有)

56.24%

商業ビル・駐車場
の

賃借及び
管理運営受託

2,508,552

支払賃料 79,457,817  未 払 金 2,186,648


